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幼児教育無償化について 

 

１．無償化の経緯 

  平成２４年衆議院・参議院における社会保障と税の一体改革に関する特別委員

会において、幼児教育の無償化に検討を加え、その結果に基づいて所要の施策を

講ずるものとすると附帯決議がされました。平成２６年度以降、幼児教育の段階

的無償化が実施され、平成３１年１０月に向けて子育て世帯を応援し、社会保障

を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速することとさ

れました。 

なお、幼児教育の無償化は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重

要性や、幼児教育の負担軽減を図る少子化対策の観点などから取り組まれるもの

です。 

 

２．無償化の概要 

 （１）対象者 

     幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育事業、企業主導型保育事業等

及び認可外保育施設等を利用する３歳から５歳の子どもと市町村民税非課

税世帯の０歳から２歳までの子ども 

 

（２）無償化となる主な利用料 

   ア 幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育事業、企業主導型保育事業等

を利用する対象者（現物給付による無償化） 

利用料の全額が無償化 

※通園送迎費、食材料費（これまで保育料に含まれていた副食費を含む。）、

行事費など実費徴収されている費用は、無償化の対象外 

※企業主導型保育事業については標準的な利用料が無償化 

   イ 幼稚園の預かり保育を利用する対象者（償還払いによる無償化） 

     保育の必要性があると認定を受けた子どもは、幼稚園の利用料に加え、月

額 1.13 万円までの預かり保育の利用料が無償化（保育の必要性があるとの

認定を受けていない場合は、従前のとおり） 

   ウ 認可外保育施設等を利用する対象者（償還払いによる無償化） 

     保育の必要性があると認定を受けた子どもは、月額 3.7万円（住民税非課

税世帯の０歳から２歳までの子どもについては月額 4.2 万円)までの利用料

が無償化 

    ※「認可外保育施設等」とは、認可外保育所、病児・病後児保育事業、フ

ァミリーサポートセンター事業などをいう。  

資料１ 
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（３）財源負担    

区分 負担割合 

私立の幼稚園、保育所、 

認定こども園及び小規模保育

事業 

国１／２、県１／４、市１／４ 

企業主導型保育事業 （公財）児童育成協会が負担 

公立の幼稚園及び保育所 市１０／１０ 

認可外保育施設等 国１／２、県１／４、市１／４ 

   ※無償化による負担額増分については、地方負担分を、平成３１年度は臨時交 

    付金により全額国負担となり、平成３２年度以降は、地方交付税により財源

措置されます。 

   ※上記の他、幼児教育の無償化の実施にあたり、初年度の導入時などの自治体

の事務費・システム改修費の補助があります。 

 

３．無償化のスケジュール 

平成３１年 ２月   ３月議会へシステム改修等の予算の提出 

           ３月議会において幼児教育無償化の概要説明 

 ４月   関係施設への説明 

 ６月   ６月議会へ関係条例・予算の提出 

      ７月頃  対象者への周知と受付・認定開始 

１０月～  幼児教育の無償化 
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出東幼稚園の今後のあり方について 

 

本市においては、集団教育である幼稚園での教育の効果や、幼稚園における“より望ま

しい幼児教育環境”の確保を図るため、平成 24 年に策定した「出雲市立幼稚園の閉園に関

する方針」に基づき、「学級数 1 以下（園児数が 10 人未満）の状態が 2 年続く」場合は、

地元の了解を得ながら幼稚園の閉園を検討することとしています。 

出東幼稚園については、平成 30 年度の 3 歳児入園者が 1 名であり、今後の園児数の動

向によっては、閉園協議の対象となる可能性があります。そこで、市では今後の出東幼稚

園のあり方について、出東幼稚園運営協議会に対し、地区の意見集約を依頼したところ、

このほどその結果が示されました。これを受け、市では、今後の出東幼稚園のあり方につ

いて方針を決定しましたので報告します。 

  

１．検討経過 

⑴市からの提案  

平成 30年 1月 29日に、出東幼稚園運営協議会に対し、今後の出東幼稚園のあり方につ

いて、以下のとおり提案した。 

「今後の方向性として、認定こども園化（認可保育所を運営する社会福祉法人等への事

業移管）、１０名以上の園児確保による幼稚園の継続、又は閉園協議が考えられる。出東地

区として協議していただき、意見をまとめていただきたい。」 

⑵地区の検討状況 

①出東地区自治協会 

6月 12日 出東幼稚園運営協議会の要請により、「出東幼稚園今後のあり方検討特別 

委員会」が設置され、市として概要等を説明した。 

11月 20日 「出東幼稚園今後の方向性等について（報告）」 

・自治協会としては、地区内に存続の希望がある限り、幼稚園存続につ 

いて最大限の努力を行うが、現実的にはその可能性は低い。 

・その場合、市から提示された選択肢の中では、認可保育所を運営する 

社会福祉法人等への事業移管による認定こども園化が最も現実的であ

る。 

②出東幼稚園ＰＴＡ 

12月 11日 ＰＴＡ総会において、認定こども園化の方向性で意見集約。 

 

２．出東幼稚園運営協議会の検討結果 

 12月 19日 地区の意見集約結果について、市へ報告書を提出 

「地区における幼児教育を行う施設として、認定こども園の設置を要望」 

 

 

 

 

資料２ 
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３．今後の市の方針 

出東幼稚園については、出東地区における幼児教育を継続するため、認可保育所を

運営する社会福祉法人等への事業移管により認定こども園化を図っていく。 

なお、移管先法人については、公募により選定する。 

ただし、現園舎の施設老朽化のため、施設の譲渡は行なわない。 

 

４．今後のスケジュール（案） 

Ｈ３１．３       方針決定に関する議会報告（常任委員会、最終日全員協議会） 

子ども・子育て会議への報告       

Ｈ３１．５       第１回 選定委員会（公募条件等の決定） 

Ｈ３１．６月上旬頃   公募開始（～７月中旬頃まで） 

Ｈ３１．７          第２回 選定委員会（移管法人の決定） 

Ｈ３１．８          子ども・子育て会議への報告、認定こども園の認定手続開始 

Ｈ３１．９          移管法人決定に関する議会報告（常任委員会、最終日全員協議会） 

                 条例改正 

Ｈ３１．１１         次年度認定こども園園児の募集開始 

Ｈ３２．４          認定こども園 開園 

 

【参考】出生数、園児数（5/1時点）の推移 

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
Ｈ30 

※1 

Ｈ31 

※2 

 

H32 

※3 

地区内出生数 ３８ ２０ ２９ ３２ －  － － 

園児数計 １８ １８ １７ １６ １４ １１ 

 

１０ 

（3 歳児） ５  ５  ４  ５  １  １ （８） 

（4 歳児） ７  ６  ６  ５  ８  １  １ 

（5 歳児） ６  ７  ７  ６  ５  ９  １  

  ※1 3 月 1 日現在の園児数 

    ※2 3 月 1 日時点の申込み数（新規及び継続分） 

※3 H32 に園児数 10 人を確保するためには、（ ）内の人数が必要 
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出雲市子ども医療費助成制度の創設について 

 

子育て家庭を応援する環境づくりに向けた子育て支援策として、新たに子ども医療

費助成制度を創設します。 

 

１．制度の趣旨 

市町村民税非課税世帯及び入院によって一時的に医療費負担が大きくなる子育

て世帯を対象に経済的負担の軽減を図るため、就学後から義務教育を終了するまで

の子どもの医療費を助成する。 

 

２．制度概要 

（１）助成対象とする子どもの範囲 

小学生及び中学生 

（２）助成の要件 

対象区分 助成対象 

市町村民税非課税世帯の子ども 医療費にかかる本人負担額の全て 

児童手当の支給対象となる子ども 入院にかかる本人負担額の全て 

（３）助成の方法 

①現物給付（窓口での負担なし） 

市に申請して「子ども医療費受給資格証」の交付を受け、子どもが受診等

をした際に医療機関に提示。市は、島根県国民健康保険団体連合会等を介し

て医療機関に本人負担分を支払う。 

※県内のほとんどの医療機関と県外の一部医療機関で対応予定 

②償還払い（一旦、窓口で医療費を支払い、後日、市窓口で払い戻し） 

市窓口で領収書等添付による助成申請を行い、翌月末に払い戻しを受ける。 

※助成制度に対応していない県外医療機関を受診した場合など 

 

３．実施スケジュール 

2019. 7 制度周知及び申請案内 

2019. 8.1～ 受給資格証の申請受付開始 

2019. 9下旬～ 受給資格証の交付開始（送付） ※有効期間 原則 10/1～翌年 9/30 

2019.10.1～ 【助成制度スタート】 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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〈参考〉 

 

（１）子どもの医療費にかかる助成制度 

①現行制度 

対象者 対象者数 通院・薬局等 入院 備考 

０歳～就学前 10,900人 無料 無料 乳幼児等医療費助成 

就学後～２０歳未満  対象外 対象外※１  

 

②新制度導入後 

対象者 対象者数 通院・薬局等 入院 備考 

０歳～就学前 10,900人 無料 無料 乳幼児等医療費助成 

小
中
学
生 

児童手当

の支給対

象となる

子ども 

市町村民税非課

税世帯の子ども 

1,400 人 無料 無料 子ども医療費助成 

上記以外の子ど

も 

13,000人 対象外 無料 

児童手当の支給対象外※２と

なる子ども 

400人 対象外 対象外※１  

中学卒業～２０歳未満  対象外 対象外※１ 

※1 慢性呼吸器疾患等 16疾患群にかかる入院については、乳幼児等医療費助成の対象（１割負担・上

限 15,000円）となる 

※2 児童を養育している者（生計中心者）の所得が下記の児童手当所得制限限度額以上の場合、児童

手当の支給対象外（特例給付の対象）となる 

児童手当所得制限限度額 

扶養親族等の数 所得制限限度額（万円） 収入額の目安（万円） 

0人 622.0 833.3 

1人 660.0 875.6 

2人 698.0 917.8 

3人 736.0 960.0 

4人 774.0 1002.1 

 

（２）財政影響額（見込） 

区分 
医療費 

事務費 
通院・薬局等 入院 計 

導入初年度 

（10月制度開始） 

20,600千円 16,200千円 36,800千円 資格証代等    150千円 

審査手数料等   750千円 

システム改修費 5,300千円 

次年度以降 49,500千円 38,900千円 88,400千円 資格証代等    150千円 

審査手数料等   750千円 

所得審査委託費  200千円 
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出雲市子ども家庭総合支援拠点の設置について 

 

１．名称 

  出雲市子ども家庭総合支援拠点 

 

２．目的 

出雲市に居住する子ども等を対象に、児童虐待等に係る専門的な相談対応や継続的なソーシャ

ルワークによる指導・助言、幼児の発達に関する相談支援及び関係機関との調整等を行う。 

また、平成１９年度に発足した要保護児童対策地域協議会の調整機関も担い、関係機関と連携し、

児童虐待の未然防止や早期発見のための啓発活動等、要保護児童等の支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．設置場所 

  出雲市役所 子ども未来部子ども政策課  

子ども家庭相談室（平成３１年度から組織・機構見直しに伴い設置予定）内 

 

４．設置時期 

  平成３１年（２０１９）４月１日 

 

５．業務内容 

  支援拠点として、これまでの支援体制、業務内容を明確に位置づけ、更なる充実を図ることで、

より円滑、的確な支援を行う。 

 （１）子ども家庭支援全般に係る業務 

   ・児童虐待、特定妊婦、幼児発達等、子育て支援に関する相談対応 

   ・母子保健サービスと連携して支援が必要なケースに対する助言、情報提供 

   ・「気になる子ども」や「気になる妊婦や養育者」に関する情報提供の受理  

 （２）要保護児童等への支援業務 

   ・通告・情報提供を受理したケースに対する訪問等による調査 

   ・個別のケースごとに「要支援」、「要保護」の対応方針を決定し、支援計画を策定 

   ・支援計画に基づき定期的訪問等により指導助言 

 （３）関係機関との連絡調整（要保護児童対策地域協議会機能の活用） 

   ・情報共有、ケース支援会議の開催 

 

※平成２８年の児童福祉法の改正に伴い、市町村に子ども等に対する必要な支援を行うため

の拠点を整備することを明記し、市町村の役割が強化された。また、全国的な虐待相談件数

が年々増加していることなどを受け、国では平成３０年１２月に「児童虐待防止対策体制総

合強化プラン」が策定され、２０２２年度までに全国の市町村に「市町村子ども家庭総合支

援拠点」の設置を目指すこととされた。 

平成３０年度設置市町村：１０６／１７４１市町村 

 

資料４ 
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６．児童相談所と市町村の総合支援拠点との役割分担 

児童相談対応窓口 

児童相談所 市町村子ども家庭総合支援拠点 

緊急かつより専門的対応が必要な困難事例 

・一時保護機能・措置機能（入所・里親） 

・相談機能・市町村援助機能 

住民の身近な窓口として多機関と連携し継続支援 

・関係機関との連絡調整機能 

・母子保健・子育て支援サービスの情報提供・活用 

     

 

７．国が定める支援拠点職員配置基準 

 子ども家庭支援員 心理担当支援員 虐待対応専門員 

資格等 医師、社会福祉士、教員等 心理学課程を修めた者等 社会福祉士、医師、保健師等 

人 数 ３名 １名 ２名 

 ※運営指針により、中規模型：常時 6名以上（児童人口概ね 2.7万人以上 7.2万人未満） 

＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども未来部
子ども政策課 保育幼稚園課

◆子ども家庭相談室
（出雲市子ども家庭総合支援拠点）

室長 係長
保健師 社会福祉主事
子ども家庭支援員
心理相談員

・子ども家庭総合支援拠点業務
・要保護児童対策地域協議会調整機関業務
・幼児発達支援業務

保育所・幼稚園

児童に関する相談・女性相談
一時保護･措置･里親委託他専門機関

健康福祉部
健康増進課

◆母子健康包括支援センター
（きずな）

・妊娠・出産及び子育てに関する相談支援
業務

・全妊婦のアセスメント、ケアプラン作成業
務 等

専任保健師

地区担当保健師

教育委員会

市民活動支援課

学校

産婦人科･小児科･精神科・歯科・その他

福祉推進課

措置入院
医療依存度の高い小児支援

情
報
共
有

対
応
協
議

保健所
児童相談所（一時保護所）

通告・保護
ＤＶ支援

警察

医療機関

関係機関
他市町村

①子ども家庭総合支援拠点設置における体制・連携図

児童クラブ・子育て支援センター
ファミリーサポートセンター

連携

行政センター

 

 

 

 

②出雲市内の児童相談件数の推移   

〔出雲児童相談所対応〕             〔出雲市 子ども政策課対応〕  

  

27年度

28年度

29年度 1 358177 141 36 11 1 23

357

187 139 48 18 0 17 13 379

ネグレクト

282 254 28 13 1 5 9

養護
相談

（実件数）

その他
の相談

養育力
不足

児童虐待

小計 身体的 性的 心理的

27年度

28年度

29年度 7 10179 169 10 3 0 0

21
185 166 19 1 0 5 13 19

性的 心理的 ネグレクト

111 105 6 2 0 2 2

養護
相談

（実件数）

その他
の相談

養育力
不足

児童虐待

小計 身体的

緊急度・重症度により児童相談所・市町村間で相互送致・情報共有・対応協議 
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平田地域における病後児保育施設と児童クラブの整備計画について 

 

平田地域において５つの保育所運営を行っている平田保育会から、病後児保育と児童ク

ラブの複合施設整備について提案が示されました。 

市内の病児・病後児保育については、今年度当初は病児保育３施設（定員１０名）、病後

児保育施設（定員９名）の実施体制でしたが、病児保育施設のうち、伊藤産婦人科眼科医

院（平田町 定員２名）は平成３０年９月末をもって事業廃止されました。 

また、児童クラブについて、平田小学校区で近年利用者が増加傾向にあります。 

今後、提示された提案については、各事業の状況をふまえ、以下の方針により対応して

いく考えです。 

 

１．提案の概要 

⑴提案施設 

病後児保育と児童クラブの複合施設 

１階：病後児保育施設（定員６名）、２階：児童クラブ（定員４０名） 

児童クラブについては、平田小以外の児童の受け入れも想定 

 

⑵場所 

出雲市平田町 平田保育所敷地内 

（平田保育所用地として市が無償貸付している市有地の一部） 

 

⑶開設時期 

 平成３２年１月事業開始（平成３１年度施設整備） 

 

⑷整備事業費 

 ６０，０００千円 

 

  

資料５ 
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２．各事業に関する現在の状況 

⑴病児・病後児保育事業について 

①子ども・子育て支援事業計画の中間見直し（平成２９年度実施）における整理 

 ・利用実績は計画上の量の見込みを下回っているが、今後の推移を見極めていく。 

 ・確保方策については、平成２７年１２月から６施設（総定員１９名）となっており、 

今後も現在の実施体制を継続することとし、見直しは行わないこととした。 

 ②中間見直し後の状況変化等 

・出雲市認可保育所（園）保護者会連合会から、平成３０年９月議会に、流行病のピー 

ク期における施設の臨時増設について陳情が提出され、保護者の負担軽減、流行期 

における施設の不足など趣旨は理解できるとして、趣旨採択となった。 

・伊藤産婦人科眼科医院の事業廃止の影響については、今後の利用者の動向を注視し 

ていく必要がある。 

○市内の病児・病後児保育施設一覧（５施設・総定員１７名） 

区分 設置者 場所 定員 開所年月 

病児(進行期) 

総定員：８名 

わたなべこどもレディースクリニック 武志町 ４名 H25. 3 

島根大学医学部附属病院 塩冶町 ４名 H27.12 

病後児(回復期) 

 

総定員：９名 

おおつか保育園 大塚町 ３名 H16.10 

あすなろ第２保育園 白枝町 ３名 H21. 4 

浜山あおい保育園 天神町 ３名 H21. 4 

※病児保育施設のうち、伊藤産婦人科眼科医院（定員２名、平田町）は、H30.9 末 

で事業廃止 

 

⑵児童クラブ事業について 

○平田小学校区における児童クラブの状況 

 

・放課後児童クラブの利用希望者は増加傾向で、平田小学校区内にある平田コスモス児

童クラブでは、近年、受入可能な児童数を超えた受入をしており、年度によっては、未

決定者が生じている状況にあります。 

 

３．今後について 

 提案は病後児保育と児童クラブの複合施設ですが、事業ごとに必要性を検討し、対応を

判断すべきと考えます。 

今後の子ども・子育て会議において、各事業の現状や次期計画策定に向けたニーズ調査

結果等を示し、意見聴取を行なったうえで、次期計画に盛り込むことを検討します。 

入会
決定者

未決定者
入会
決定者

未決定者

平田
平田コスモス児童クラブ

（市設置）
83 75 78 1 86

校区 クラブ名

受入可能数 入会児童数等

国基準 市基準
H29 H30
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平成３１年度の認可保育所等の施設整備について 

 

 平成３０年度第１回子ども・子育て会議において、平成３１年度以降の認可

保育所等の施設整備予定の調査結果を報告したところです。 

 この報告に基づき、各認可保育所等の整備計画・資金計画や保育士の確保、

施設・法人の運営状況の詳細なヒアリングを行ったところ、平成３１年度の施

設整備が可能なところについては、下記のとおりとなりました。国・県と協議

を進め、平成３２年度の開園を目指し、調整を行います。 

 

記 

 

○平成３１年度 施設整備予定施設一覧 

 
施設名 

整備 

方法 

H31 年度 

当初定員 

整備後の

定員 
増減数 備考 

１ 浜山第３保育園（仮称） 創設 － 60 60  

２ 
認定こども園 

光幼保園 
移転 

65 

（110） 

75 

（120） 

10 

（0） 

老朽化（昭和 57

年度建築） 

 計  65 135 70  

 保育所等全体 計  5,794 5,864 70  

（）内は幼稚園部分を含めた数 

○整備予定場所 

 浜山第３保育園（仮称） 

 住所：出雲市松寄下町字稲葉 461 番 1 他 

 認定こども園 光幼保園 

住所：出雲市灘分町 266-1 他 

   

 

ラピタはまやま店 

整備予定地 

整備予定地 

 

現：光幼保園 

瑞穂大橋 

県道平田荘原線 

ツチエヒューム 

   工場 

＜位置図＞ ＜位置図＞ 

資料６ 
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放課後児童クラブの受入枠拡大のための施設整備について 

 

 核家族世帯、共働き家庭の増加等により、放課後児童クラブへの入会希望者は年々増加し、平成

３０年５月時点で６５人の未決定者が生じています。 

 こうした状況をできるだけ早期に解消するため、未決定者が生じている小学校区を中心に、平成

３１年度以降の受入枠拡大に向けて、財政計画との整合性を取りながら、施設整備を図る考えです。 

 

 

１．放課後児童クラブの入会状況 

                         （単位：人） 

年度 
施設

数 

申込者数 

（A+B） 

入会 

決定者数 

A 

Aの内訳 未決

定者

数 B 

Bの内訳 

1～3年 4～6年 
1～3

年 

4～6

年 

Ｈ３０ ４５ ２，１４９ ２，０８４ １，９１７ １６７ ６５ ２９ ３６ 

Ｈ２９ ４４ ２，０５２ ２，０１４ １，８６０ １５４ ３８ ０ ３８ 

Ｈ２８ ４４ １，９４０ １，９４０ １，７２５ ２１５ ０ ０ ０  

※各年５月１日時点の状況 

※Ｈ３０の施設数の増加は、市内初の社会福祉法人による児童クラブの新設による 

 

 

２．平成３１年度以降の受入枠拡大に向けての施設整備 

 

⑴ 市設置クラブ 

 

① 塩冶第３学童クラブの移転 

    理由：現在、塩冶小学校区にある４つのクラブのうち、第３学童クラブは出雲警察署付近

（塩冶有原３丁目地内）に民有物件を借用して開設している。本クラブは、建築後

相当年数（約 50年）が経過し、老朽化しているため、できるだけ早期に、学校によ

り近い場所で、かつ受入れ枠を現状より増やすことができる安全な施設への移転に

ついて、保護者や地元から強く要望されている。 

    整備方法：学校に近い民有物件を借用し移転開設を行う。 

      〔施設概要〕 

       設置場所：塩冶簡易郵便局付近（塩冶町地内） 

       施設規模：鉄骨２階建（Ｈ８築） 床面積１３４㎡ 

       受入拡大数：１５人程度（現クラブの市基準受入児童数２４人） 

      〔スケジュール〕 

平成３０年度 貸主負担で改修整備 

平成３１年度 ４月移転開設予定 

     〔概算経費〕建物賃借料 1,800千円／年程度（改修経費含む） 

 

 

 

 

資料７ 
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【塩冶小学校区４学童クラブの位置】 

 

 

     …新設するクラブ         …現在のクラブ 

３ 

４ 

２ 
１ 

３ 

塩冶コミセン 

塩冶小学校 

  

移転先 建物外観 
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② 国富あおぞら児童クラブの増築 

理由：本クラブは、国富小学校舎内の余裕教室を活用して開設しているが、この部屋だけで

は狭隘な状況にある。現在、体育館の一部（元器具庫）も学校活動と兼用で臨時的に

使用しているが、学校活動に支障が生じないよう、児童クラブ専用施設の早期確保に

ついて地元要望がある。 

    整備方法：現クラブに連続する校舎中庭に、５年リースでプレハブを設置（学校再編に係

る協議が進められているため、暫定的な施設として設置） 

      〔施設概要（増築部分）〕 

       設置場所：国富小学校中庭 

       施設規模：軽量鉄骨平屋建 床面積３３㎡ 

       受入拡大数：１５人程度（現クラブの市基準受入児童数３３人） 

      〔スケジュール〕 

平成３１年度 リース契約締結、夏休みまでにプレハブ設置 

 

 【国富小学校配置図】 

 

    

 

 

屋内運動場 

管理普通教室棟 

教室棟 

児童クラブ 

プレハブ増築 
中庭 

 元器具庫  
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③ 中部小児童クラブの移転・新築 

    理由：本クラブは、斐川生協病院付近の民有物件を借用し開設しているが、学校からの距

離が離れており、施設が狭隘な状況にある。また、駐車場が不足し、保護者の送迎

に支障をきたしている。 

    整備方法：小学校敷地内に児童クラブを移転・新築 

      〔施設概要〕 

       施設規模：木造平屋建 床面積３２０㎡ 

       受入拡大数：２９人程度（現クラブの市基準受入児童数６１人） 

      〔スケジュール〕 

平成３０年度 実施設計中 

平成３１年度 施設整備工事 

平成３２年度 ４月移転開設予定 

 

 【中部小児童クラブの位置】 

 

 

 

④ 檜山・東小学校児童クラブの統合・新築 

    理由：檜山小学校、東小学校の統合新設に併せ、両校区の児童クラブを統合する。 

    整備方法：新設校舎内に児童クラブを設置 

      〔施設概要（児童クラブ部分）〕 

       施設規模：鉄筋コンクリート造校舎１階 床面積２３０㎡ 

       受入拡大数：１４人程度（現在の２クラブの市基準受入児童数合計５６人） 

      〔スケジュール〕 

平成３０年度    実施設計中 

平成３１～３２年度 施設整備工事 

平成３３年度    ４月移転開設予定 

児童クラブ 

中部小学校 

新設予定地 
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⑵ 社会福祉法人設置クラブ 

  ：保育所を運営する社会福祉法人等による放課後児童クラブの施設整備に対する市の補助制度

を活用。 

 

① 里方福祉会による児童クラブ（デハ１にこにこ児童クラブ）の新築 

   〔施設概要〕 

    設置場所：さとがた保育園隣接地（里方町地内・高浜小学校区） 

    施設規模：木造平屋建 床面積１９０㎡ 

    受入児童数：４０人程度 

   〔スケジュール〕 

平成３０年度 施設整備（３月２０日完成予定） 

平成３１年度 ４月開設 

 

  【デハ１にこにこ児童クラブの位置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② あすなろ会による児童クラブの新築 

   〔施設概要〕 

    設置場所：あすなろ保育園近隣地（白枝町地内・高松小学校区） 

    施設規模：床面積３６０㎡ 

    受入児童数：８０人程度 

   〔スケジュール〕 

平成３１年度 施設整備 

平成３２年度 ４月開設予定 

 

さとがた 

保 育 園 

デハ１にこにこ 

児童クラブ 
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ひとり親家庭等学習支援事業について 

１．事業内容 

ひとり親家庭等への生活支援の一環として、児童扶養手当を受給している家庭の 

子どもに対し、学力や学習意欲の向上を図るための学習支援事業を実施する。 

（対象者）  出雲市内に居住する児童扶養手当受給世帯の中学生 

（対象人数） 50 人程度 

（実施方法） 学習指導実施事業者（塾）等へ委託して実施予定 

学習支援ボランティアによる学習指導を原則週１回、無料で実施 

（実施時期） 平成 31 年 9 月から半年程度 

 

２．事業化への経緯等 

 昨年 6月に、市民の方からの福祉目的（ひとり親家庭のため）の寄附金を受納。 

この寄附金を有効活用するために、8月に児童扶養手当受給世帯へのアンケートを 

実施したところ、「子どもの学力向上への支援」を求める声が多かったことから事 

業化を決定。 

 

３．上記アンケート（複数回答可）の結果について 

アンケート対象者（児童扶養手当受給者）：1,334人 内、回答者：1,236人 

回答率：93％ 

【問：困りごと、不安に思っていることについて】の上位回答 

①子どもの学力・進路・学費等について：637人（比率：52％） 

②自身の仕事について（給料）    ：447人（比率：36％） 

③自身の健康・医療に関すること   ：326人（比率：26％） 

④子どもの健康・医療に関すること  ：303人（比率：25％） 

【問：希望される支援策や利用したいサービスについて】の上位回答 

①子どもへの学習支援        ：396人（比率：32％） 

②子どもの医療費への補助      ：354人（比率：29％） 

③自身の資格取得への支援      ：166人（比率：13％） 

④子どもの預かり          ：134人（比率：11％） 

 

４．参考（島根県によるモデル事業の実施概要） 

平成 28・29年度、島根県が同様の事業を松江地域でモデル事業として実施 

委託先 ：トライグループ株式会社 

実施会場：トライ島根校（松江市東朝日町） 

指導内容：毎週 1回、120分の指導を無料で行う 

平成 28年度（8月～3月末）：参加者 40名 （申込者 約 100名） 

   平成 29年度（6月～3月末）：参加者 60名 （申込者 約 200名） 

資料８ 
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第１回子育て会議（5月21日）

基本理念・基本目標 審議

施策体系・内容 審議

第３回子育て会議（9月下旬）

計画素案審議(確保方策含)

第５回子育て会議（2月中旬）

計画最終案確認

第４回子育て会議（11月下旬）

計画修正案審議

９月議会

保育所定員 報告

３月議会

事業計画 報告

１２月議会

計画素案 説明
パブリックコメント募集

（12月中旬～1月中旬）

第２期計画スタート

計画策定・公表

資料１０

第２回子育て会議（8月9日）

保育所定員 審議

H30事業進捗 報告

関係団体意見収集

（確保方策等）

ニーズ調査
（児童クラブ）


